
弁護士費用のご案内
１．下記料金はいずれも消費税込みです。

２．下記基準は、いずれも標準的な事件の場合の基準であり、事件の複雑・難度により加算す
る場合があります。
３．下記料金には，いずれも別途印紙代・郵便代・旅費交通費等の実費がかかります。

４．下記基準に記載がない類型の事件についても、ご相談内容に応じてお見積りを差し上げ
ますので、お気軽にお申し付けください。
（２０２１年３月１６日改定（消費税総額表示対応等））

法律相談料

平日日中 ５５００円

夜間・土曜 ６６００円

相続・交通事故被害 初回１時間無料

法律顧問契約

法人・個人事業主の方 月額５万５０００円～

事業主以外の個人の方 月額１万１０００円～

法律相談の費用

法律顧問契約の費用



仮差押えまたは係争物に対する仮処分

手数料として、金銭請求訴訟事件の着手金の３分の１（ただし、最低手数料１１万円）
※ 裁判所に納める予納金等が別途かかります。

金銭執行（強制執行）のご依頼

確定判決や強制執行認諾文言付きの公正証書をお持ちの場合
手数料として、金銭請求訴訟事件の着手金の３分の１（ただし、最低手数料１１万円）
※ 裁判所に納める予納金等が別途かかります。

金銭を請求する（請求される）交渉・調停事件

着手金
金銭を請求する（請求される）訴訟事件の３分の２
（最低着手金１１万円）

報酬金 金銭を請求する（請求される）訴訟事件に準じる

その他
調停または交渉から訴訟に移行する場合には、金銭請求訴訟事件の着手金
の３分の２を加算する。

金銭を請求する（請求される）訴訟事件

請求金額 着手金 報酬金

３００万円以下
８．８％
（最低着手金１６万５０００円）

１７．６％
（最低報酬金１６万５０００円）

３００万円超、３０００万円以下 ５．５％＋９万９０００円 １１％＋１９万８０００円

３０００万円超、３億円以下 ３．３％＋７５万９０００円 ６．６％＋１５１万８０００円

３億円超 ２．２％＋４０５万９０００円 ４．４％＋８１１万８０００円

金銭を請求する事件の費用



遺言書または交渉を要しない遺産分割協議書の作成

内容が定型的な場合 手数料１１万円

内容が非定型的な場合
手数料１１万円＋遺言（または遺産分割協議書）に記載
する財産の評価額の０．５５％

相続に関係する事件の費用①

遺言執行または遺産分割協議書の執行

手数料２２万円＋金融機関数×３万３０００円＋遺産の評価額の２．２％

遺産分割協議の交渉・調停・審判の着手金

遺産の総額

２０００万円
以下

２０００万円超、
５０００万円以下

５０００万円超、
１億円以下

１億円以上

相
続
人
の
数

２～４人 ２２万円 ３３万円 ４４万円 ５５万円

５～７人 ３３万円 ４４万円 ５５万円 ６６万円

８～１０人 ４４万円 ５５万円 ６６万円 ７７万円

１１人以上 ５５～７７万円 ６６～８８万円 ７７～９９万円 ８８～１１０万円

遺産分割協議の交渉・調停・審判の報酬金

遺産分割により得られた財産の金額

遺
産
分
割
に
要
し
た
時
間

５００万円
以下

５００万円超、
３０００万円以下

３０００万円超

１年以内 １９．８％ １２．１％＋３８万５０００円 ６．６％＋２０３万５０００円

１年超３年以内 １７．６％ ９．９％＋３８万５０００円 ４．４％＋２０３万５０００円

３年超 １５．４％ ７．７％＋３８万５０００円 ２．２％＋２０３万５０００円



相続放棄

相続開始から３か月以内の場合
手数料３万３０００円
※ 同一順位の相続人が同時に放棄を依頼する場合、
追加１人あたり２万２０００円

相続開始から３か月経過後の場合

手数料５万５０００円
※ 同一順位の相続人が同時に放棄を依頼する場合、
追加１人あたり４万４０００円
※ 受理の可能性については要相談。

相続に関係する事件の費用②

相続の限定承認

相続開始から３か月以内の定型的なも
のの場合

手数料3３万円～

相続開始から３か月を経過した非定型
的なものの場合

手数料５５万円～
※ 受理の可能性については要相談。

遺留分減殺請求交渉・調停・訴訟

請求金額 着手金 報酬金

３００万円以下
８．８％
（最低着手金１６万５０００円）

１７．６％
（最低報酬金１６万５０００円）

３００万円超、３０００万円以下 ５．５％＋９万９０００円 １１％＋１９万８０００円

３０００万円超、３億円以下 ３．３％＋７５万９０００円 ６．６％＋１５１万８０００円

３億円超 ２．２％＋４０５万９０００円 ４．４％＋８１１万８０００円

相続人・相続財産調査

相続人調査 手数料３万３０００円＋取寄せ書類の通数×１１００円

相続財産調査
手数料３万３０００円＋取寄せ書類の通数（または金融機関・保険会
社等の法人数）×１１００円



成年後見開始・保佐開始・補助開始の審判申立

手数料 ２２万円
※ 裁判所による鑑定料等が別途かかることがあります。

後見等に関係する事件の費用

相続財産管理人選任申立て

手数料 ２２万円
※ 裁判所に納める予納金等が別途かかります。

相続に関係する事件の費用③

未成年後見開始の審判申立

手数料 ２２万円



離婚協議・調停の着手金（被請求者含む。）

親権に争いがない場合 ２２万円（※）

親権に争いがある場合 ３３万円

※ 着手後親権に争いが生じた場合には、追加着手金1１万円を頂戴します。

離婚に関係する事件の費用①

離婚協議・調停の報酬金（被請求者含む。）

離
婚
ま
で
に
要
し
た
時
間

親権に争いがない場合 親権に争いがある場合

１年以内 ３３万円 4４万円

１年超３年以内 2２万円 ３３万円

３年超 １６万５０００円 ２７万５０００円

慰謝料・財産分与の
合意がある場合

・受け取る側は、その金額の１１％
・支払う側は、①相手方の請求額と分与額の差額または②財産分与
対象財産の２分の１と分与額の差額のいずれか高い方の１１％

養育費の合意がある
場合

・受け取る側は、その２年分の１１％
・支払う側は、①当初請求額と決定した養育費額との差額、または、
②夫婦の年収を基礎として家庭裁判所作成の養育費算定表から導
かれる養育費額の上限額と決定した養育費額との差額のいずれか
高い方の５年分の１１％

※ 「親権に争いがない場合」とは、事件の開始から終結まで一貫して争いがない場合をいい、事件の

途中で親権に争いが生じた場合には、「親権に争いがある場合」に該当します。

※ 報酬金が発生するのは、離婚請求者について離婚をする合意がなされた場合、離婚被請求者に

ついて円満調整の合意がなされた場合のほか、次のような場合（依頼者自身の意思により事件が終結

した場合）を含みます。

① 離婚被請求者について、慰謝料や財産分与の減額を条件に離婚に応じる合意をした場合。

② 離婚請求者について、面会交流を求めないことや接触しないことを条件に円満調整に応じる合意

をした場合。



離婚訴訟の着手金（被請求者含む。）

親権に争いがない場合 ３３万円（※１，２）

親権に争いがある場合 ４４万円（※２）

※１ 着手後親権に争いが生じた場合には、追加着手金1１万円を頂戴します。
※２ いずれの場合も、協議・調停から引続きご依頼いただく場合は、1６万５０００円

離婚に関係する事件の費用②

離婚訴訟の報酬金（被請求者含む。）

判
決
ま
で
に
要
し
た
時
間

親権に争いがない場合 親権に争いがある場合

１年以内 ４４万円 ５５万円

１年超３年以内 ３３万円 ４４万円

３年超 ２７万５０００円 ３８万５０００円

慰謝料・財産分与の
判断がある場合

・受け取る側は、その金額の１１％
・支払う側は、①相手方の請求額と分与額の差額または②財産分与
対象財産の２分の１と分与額の差額のいずれか高い方の１１％

養育費の判断がある
場合

・受け取る側は、その２年分の１１％
・支払う側は、①当初請求額と決定した養育費額との差額、または、
②夫婦の年収を基礎として家庭裁判所作成の養育費算定表から導
かれる養育費額の上限額と決定した養育費額との差額のいずれか
高い方の５年分の１１％

※ 「親権に争いがない場合」とは、事件の開始から終結まで一貫して争いがない場合をいい、事件の

途中で親権に争いが生じた場合には、「親権に争いがある場合」に該当します。

※ 報酬金が発生するのは、離婚請求者について離婚をする合意がなされた場合、離婚被請求者に

ついて円満調整の合意がなされた場合のほか、次のような場合（依頼者自身の意思により事件が終結

した場合）を含みます。

① 離婚被請求者について、慰謝料や財産分与の減額を条件に離婚に応じる合意をした場合。

② 離婚請求者について、面会交流を求めないことや接触しないことを条件に円満調整に応じる合意

をした場合。



婚姻費用の請求（被請求者含む。）

着手金 1１万円（※）

報酬金

・婚姻費用を受け取る側は、婚姻費用の２年分の１１％
・婚姻費用を支払う側は、①当初請求額と決定した婚姻費用額との差額、また
は、②夫婦の年収を基礎として家庭裁判所作成の婚姻費用算定表から導かれ
る婚姻費用額の上限額と決定した婚姻費用額との差額のいずれか高い方の５
年分の１１％

※ 離婚協議・調停を一緒にご依頼いただく場合、５万５０００円

離婚に関係する事件の費用③

面会交流の請求（被請求者含む。）

着手金 1６万５０００円（※）

報酬金 2２万円

※ 離婚協議・調停を一緒にご依頼いただく場合、１１万円

離婚後の将来分養育費の請求（被請求者含む。）

着手金 １１万円

報酬金

・養育費を受け取る側は、養育費の２年分の１１％
・養育費を支払う側は、①当初請求額と決定した養育費額との差額、または、
②監護者・非監護者の年収を基礎として家庭裁判所作成の養育費算定表から
導かれる養育費額の上限額と決定した養育費額との差額のいずれか高い方
の５年分の１１％

※ 合意済みの過去分の養育費の請求（被請求）は、「金銭を請求する事件の費用」を基準とし
ます。

離婚後の財産分与の請求（被請求者含む。）

着手金 １１万円

報酬金
・財産分与を受け取る側は、財産分与金額の１６．５％
・財産分与を支払う側は、①相手方の請求額と分与額の差額または②財産分
与対象財産の２分の１と分与額の差額のいずれか高い方の１１％



賃料不払いによる借地借家の明渡請求訴訟
（未払い賃料請求を含む。）

賃料・共益費・管理費等の合計 着手金 報酬

5万円以下 2２万円 2２万円＋回収家賃の１１％

5万円超10万円以下 3３万円 ３３万円＋回収家賃の１１％

10万円超 4４万円 ４４万円＋回収家賃の１１％

借地借家に関係する事件の費用①

賃料不払いによる借地借家の明渡請求交渉・調停
（未払い賃料請求を含む。）

賃料・共益費・管理費等の合計 着手金 報酬

5万円以下 １１万円 2２万円＋回収家賃の１１％

5万円超10万円以下 １６万５０００円 ３３万円＋回収家賃の１１％

10万円超 ２２万円 ４４万円＋回収家賃の１１％

※ 交渉・調停により解決が図れず、訴訟に移行する場合には、訴訟の着手金の３分の２の追
加着手金を頂戴します。

明渡しの強制執行

手数料 1１万円

※ 裁判所に納める予納金等が別途かかります。

占有移転禁止の仮処分

手数料 1１万円

※ 裁判所に納める予納金等が別途かかります。



賃料不払いのない借地借家の明渡請求訴訟（請求者）

賃料・共益費・管理費等の合計 着手金 報酬

5万円以下 ３３万円 ３３万円＋立退料減額部分の１１％

5万円超10万円以下 ４９万５０００円 ４９万５０００円＋立退料減額部分の１１％

10万円超 ６６万円 ６６万円＋立退料減額部分の１１％

借地借家に関係する事件の費用②

賃料不払いのない借地借家の明渡請求交渉・調停（請求者）

賃料・共益費・管理費等の合計 着手金 報酬

5万円以下 １６万５０００円 ３３万円＋立退料減額部分の１１％

5万円超10万円以下 ２７万５０００円 ４９万５０００円＋立退料減額部分の１１％

10万円超 ３３万円 ６６万円＋立退料減額部分の１１％

※ 交渉・調停により解決が図れず、訴訟に移行する場合には、訴訟の着手金の２分の１の追加
着手金を頂戴します。



賃料不払いのない借地借家の明渡請求訴訟（被請求者）

賃料・共益費・管理費
等の合計

着手金
立退き自体を排除し
た場合の報酬

立退きが認められた、また
は、応じる場合の報酬
（※最低報酬金２２万円）

5万円以下 ３３万円 3３万円 立退料等の１１％

5万円超10万円以下 ４９万５０００円 ４９万５０００円 立退料等の１１％

10万円超 ６６万円 ６６万円 立退料等の１１％

借地借家に関係する事件の費用③

賃料不払いのない借地借家の明渡請求交渉・調停（被請求者）

賃料・共益費・管理費
等の合計

着手金
立退き自体を排除し
た場合の報酬

立退きが認められた、また
は、応じる場合の報酬
（※最低報酬金２２万円）

5万円以下 １６万５０００円 3３万円 立退料等の１１％

5万円超10万円以下 ２７万５０００円 ４９万５０００円 立退料等の１１％

10万円超 ３３万円 ６６万円 立退料等の１１％

賃料増額・減額請求交渉・調停・訴訟（被請求者含む。）

賃料・共益費・管理費等の合計 着手金 報酬

5万円以下 ２２万円

増額または減額した賃料と従前の賃
料の差額の2年分の１１％（※１）

5万円超10万円以下 ３３万円

10万円超 ４４万円

※１ ただし、着手金の2分の１を最低報酬額とする。
※２ 交渉・調停の着手金は上記の2分の１。交渉・調停から訴訟に移行する場合には、上記着
手金の３分の２を追加着手金として頂戴します。



交通事故被害者の方（弁護士費用特約あり）

請求金額 着手金 報酬

１２５万円以下 １１万円 回収総額の１７．６％

１２５万円超３００万円以下 ８．８％ 回収総額の１７．６％

３００万円超３０００万円以下 ５．５％＋９万９０００円 回収総額の１１％＋１９万８０００円

３０００万円超３億円以下 ３．３％＋７５万９０００円 回収総額の６．６％＋１５１万８０００円

３億円超 ２．２％＋４０５万９０００円 回収総額の４．４％＋８１１万８０００円

交通事故事件の費用①

※ 交渉により解決が図れず、第三者機関への仲裁申立て、調停申立てまたは訴訟提起を引
き続きご依頼いただく場合、その都度、上記の４分の１の追加着手金をいただきます。上訴す
る場合も同様とします。
※ 回収総額には、医療機関に直接支払われた医療費は含みません（以下同じ。）。
※ 保険会社の支払い基準を超える場合、または、保険会社が弁護士に対する支払いを拒む
場合には、上記基準に基づき算出した金額と保険会社が弁護士に支払った費用との差額を
依頼者ご本人に対し直接請求させていただきます。

交通事故被害者の方（弁護士費用特約なし）

着手金

後遺症がなく（または後遺
障害等級に争いがなく）、
かつ、過失割合に争いがな
い場合

・交渉開始時は、０円
・交渉により解決が図れない場合、第三者
機関への仲裁申立て、または、訴訟提起
時に１１万円

後遺障害等級に争いがある、
または、過失割合に争いが
ある場合

・交渉開始時は、５万５０００円
・交渉により解決が図れない場合、第三者
機関への仲裁申立て、または、訴訟提起時
に１１万円

保険会社からの金
額提示前のご依頼
の場合の報酬金

交渉による解決の場合
回収総額（医療機関への直接払い分を除
く）×１１％＋１１万円

第三者機関の仲裁または訴
訟による解決の場合

回収総額×１６．５％＋２２万円

保険会社からの金
額提示後のご依頼
の場合の報酬金

交渉による解決の場合 提示額からの増額部分×１６．５％＋１１万円

第三者機関の仲裁または訴
訟による解決の場合

提示額からの増額部分×２２％＋２２万円



交通事故事件の費用②

交通事故加害者の方

請求された金額 着手金 報酬金

３００万円以下
８．８％
（最低着手金１６万５０００円）

１７．６％
（最低報酬金１６万５０００円）

３００万円超、３０００万円以下 ５．５％＋９万９０００円 １１％＋１９万８０００円

３０００万円超、３億円以下 ３．３％＋７５万９０００円 ６．６％＋１５１万８０００円

３億円超 ２．２％＋４０５万９０００円 ４．４％＋８１１万８０００円



債務整理事件の費用①

破産事件

着手金

事業者ではない個人の場合

免責不許可事由がない場合 ３３万円

免責不許可事由がある場合 ４４万円

個人事業主・法人の場合 ５５万円～（債務総額、残務の程度により変動）

報酬金 いずれもなし

民事再生事件

着手金

小規模個人再生または
給与所得者等再生の場合

住宅を残さない場合 ２２万円

住宅を残したい場合 ２７万５０００円

その他の民事再生の場合 １１０万円～（債務総額、残務の程度により変動）

報酬金 再生計画認可決定の確定時に着手金と同額

※上記のいずれの場合も、裁判所に納める予納金等の実費は別途必要となります。
※民事再生事件については、再生計画の履行可能性の確認・検討のため、着手金とは別に再
生計画において支払うことになると予想される金額の積立を毎月していただきます。



債務整理事件の費用②

過払金請求・任意整理事件のご依頼

着手金

過払金の有無の調査 ０円

過払い金がなく、債権者と個別に返
済額等の見直しの交渉をする場合

債権者１社あたり２万７５００円

過払い金があり、過払い金返還請
求をする場合

返還請求対象債権者については０円

報酬金

過払い金がなく、債権者と個別に
返済額等の見直しができた場合

債権者１社あたり１万１０００円

過払い金があり、過払い金の返還
を受けた場合

・交渉による解決の場合
返還金（完済前の場合、相殺部分を含む）の
１６．５％＋１社あたり２万２０００円

・訴訟による解決の場合
返還金（完済前の場合、相殺部分を含む）の
２２％＋１社あたり３万３０００円



刑事事件の費用①

事案簡明な自白事件の場合（裁判員裁判事件を除く）

着手金

起訴前弁護 ３３万円

起訴後弁護
３３万円
（起訴前から引続きご依頼いただく場合、１６万５０００円）

報酬金

処分に関する報酬

不起訴
３３万円（ただし、禁固以上
の刑確定で失職するような
場合、５５万円）

略式命令（罰金刑）
２２万円（ただし、禁固以上
の刑確定で失職するような
場合、５５万円）

執行猶予判決 ３３万円

正式裁判での罰金刑
３３万円（ただし、禁固以上
の刑確定で失職するような
場合、５５万円）

実刑判決だが求刑より減軽
された場合

２２万円

その他の報酬

勾留（延長）に対する準抗告
等の認容

５万５０００円

保釈請求の認容 １１万円

被害者との示談成立
被害者一人あたり
２万２０００円



刑事事件の費用②

事案複雑または否認事件の場合（裁判員裁判事件を除く）

着手金

起訴前弁護 ５５万円～

起訴後弁護
５５万円～
（起訴前から引続きご依頼いただく場合、２７万５０００円～）

報酬金

処分に関する報酬

不起訴
５５万円（ただし、禁固以上
の刑確定で失職するような
場合、７７万円）

略式命令（罰金刑）
４４万円（ただし、禁固以上
の刑確定で失職するような
場合、７７万円）

執行猶予判決 ５５万円

正式裁判での罰金刑
５５万円（ただし、禁固以上
の刑確定で失職するような
場合、７７万円）

実刑判決だが求刑より減軽
された場合

５５万円

無罪判決 ８８万円～

その他の報酬

勾留（延長）に対する準抗告
等の認容

１１万円

保釈請求の認容 ２２万円
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